
国民健康保険特別会計［市民生活部 保険年金課 所管］ 

 

１．概要 

国民健康保険は、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度として国民皆保険体制の

中核を担い地域医療の確保に貢献してきましたが、急速な少子高齢化の進展や疾病構造の変化等

により医療を取り巻く環境は大きく変化しております。また、高齢者や低所得者の加入割合が高

いという構造的要因もあり、厳しい財政運営が続いております。 

 このような状況のなか、平成３０年度から県が財政運営の責任主体となり、市町村は加入者に

身近な資格管理、保険税の賦課徴収、保険給付、保健事業などを行うことにより、県と市町村が

一体となって国民健康保険制度の安定化を図ることとされました。 

当市では、市町村の役割である資格管理、保険税の賦課徴収、保険給付の適正化を推進すると

ともに、健康維持増進を図るための事業を積極的に実施し、医療費の抑制と、安定した国民健康

保険事業の運営に努めてまいります。 

 

２．主な内容 

（１）被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関しての保険給付 

（２）診療報酬明細書の点検による医療費適正化 

（３）国民健康保険事業費納付金の納付 

（４）特定健康診査等の実施 

（５）医療費通知及びジェネリック医薬品利用差額通知の送付 

（６）人間ドック・併診ドック健診事業、ヘルスアップ事業など保健事業の実施 

（７）関係各課と連携した健康意識の普及向上 

（単位：千円、％）

構成比 構成比

1. 国民健康保険税 1,675,487 25.6 2,018,157 27.1 △ 342,670 △ 17.0
2. 手 数 料 840 0.0 900 0.0 △ 60 △ 6.7
3. 県 補 助 金 4,395,885 67.3 4,913,126 65.9 △ 517,241 △ 10.5
4. 財 産 運 用 収 入 19 0.0 1 0.0 18 1,800.0
5. 435,535 6.7 495,658 6.6 △ 60,123 △ 12.1

他 会 計 繰 入 金 435,535 6.7 407,040 5.4 28,495 7.0
× 基 金 繰 入 金 0 0.0 88,618 1.2 △ 88,618 皆減

6. 繰 越 金 5,001 0.1 5,001 0.1 0 0.0
7. 21,833 0.3 20,557 0.3 1,276 6.2

延滞金,加算金及び過料 13,490 0.2 13,104 0.2 386 2.9
雑 入 8,343 0.1 7,453 0.1 890 11.9

6,534,600 100.0 7,453,400 100.0 △ 918,800 △ 12.3

県 支 出 金

３．歳入の状況

平成30年度平成31年度

歳　　　入　　　合　　　計

項 増減額 増減率

国民健康保険税
使用料及び手数料

款

財 産 収 入
繰 入 金

繰 越 金
諸 収 入



構成比 構成比

1. 82,482 1.3 83,952 1.1 △ 1,470 △ 1.8

総 務 管 理 費 65,072 1.0 66,330 0.9 △ 1,258 △ 1.9

徴 税 費 16,964 0.3 17,215 0.2 △ 251 △ 1.5

運 営 協 議 会 費 446 0.0 407 0.0 39 9.6

2. 4,295,875 65.7 4,813,076 64.6 △ 517,201 △ 10.7

療 養 諸 費 3,750,920 57.4 4,149,785 55.7 △ 398,865 △ 9.6

高 額 療 養 費 515,731 7.9 624,163 8.4 △ 108,432 △ 17.4

移 送 費 11 0.0 11 0.0 0 0.0

出 産 育 児 諸 費 25,213 0.4 33,617 0.4 △ 8,404 △ 25.0

葬 祭 諸 費 4,000 0.0 5,500 0.1 △ 1,500 △ 27.3

3. 2,094,492 32.0 2,487,328 33.4 △ 392,836 △ 15.8

医 療 給 付 費 分 1,385,737 21.2 1,718,973 23.1 △ 333,236 △ 19.4

後期高齢者支援金等分 514,162 7.8 545,930 7.3 △ 31,768 △ 5.8

介 護 納 付 金 分 194,593 3.0 222,425 3.0 △ 27,832 △ 12.5

4. 共 同 事 業 拠 出 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5. 51,469 0.8 53,658 0.7 △ 2,189 △ 4.1

特定健康診査等事業費 29,880 0.5 31,932 0.4 △ 2,052 △ 6.4

保 健 事 業 費 21,589 0.3 21,726 0.3 △ 137 △ 0.6

6. 基 金 積 立 金 19 0.0 1 0.0 18 1,800.0

7. 5,262 0.1 5,384 0.1 △ 122 △ 2.3

償還金及び還付加算金 5,022 0.1 5,034 0.1 △ 12 △ 0.2

指 定 公 費 支 出 金 240 0.0 350 0.0 △ 110 △ 31.4

8. 予 備 費 5,000 0.1 10,000 0.1 △ 5,000 △ 50.0

6,534,600 100.0 7,453,400 100.0 △ 918,800 △ 12.3

国民健康保険事
業 費 納 付 金

保 険 給 付 費

共同事業拠出金

予 備 費

歳　　　出　　　合　　　計

項 平成30年度

保 健 事 業 費

諸 支 出 金

基 金 積 立 金

総 務 費

４．歳出の状況 （単位：千円、％）

款 平成31年度 増減額 増減率

 

○国民健康保険事務に要する経費（01010102） 22,080 千円（24,209 千円） 予算書 P193 

 [総務部 総務課 所管 2,843 千円含む] 

〈一財：22,080 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  国民健康保険事業の適正な執行に努め、事業の安定運営を図る。 

（内容） 

  国民健康保険の事務執行に要する人件費及び物件費、国民健康保険に係る電算処理システム

委託料等。 

 

○賦課徴収に要する経費（01020201） 10,942 千円（11,496 千円） 予算書 P194 

 [総務部 総務課 所管 7,008 千円含む] 

〈その他：840 千円 一財：10,102 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・手数料：督促手数料     840,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  適正な賦課徴収に努め、財政の健全性を確保する。 

（内容） 

  国民健康保険税の電算処理に要する経費等（納税通知書及び特別徴収通知書等の作成） 

 

○一般被保険者医療給付費分に要する経費（03010101） 1,381,709 千円（1,704,124 千円） 

予算書P198 



〈国・県：72,107 千円 その他：21,540 千円 一財：1,288,062 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：保険者努力支援制度交付金    19,804,000 円 

  ・県補：特別調整交付金          9,514,000 円 

  ・県補：県繰入金            42,789,000 円 

  ・諸収入：一般被保険者延滞金      13,486,000 円 

  ・諸収入：一般被保険者加算金         1,000 円 

  ・諸収入：過料                1,000 円 

  ・諸収入：延滞金               1,000 円 

  ・諸収入：交通事故等による加害者納付金  8,000,000 円 

  ・諸収入：不正利得等による被保険者返納金  50,000 円 

  ・諸収入：雑入                1,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  県から示された国民健康保険事業費納付金で、一般被保険者医療給付費分として県へ納付す

る。県の国民健康保険特別会計において負担する保険給付費等交付金の交付に要する費用等に

充てられる。 

（内容） 

  県へ国民健康保険事業費納付金を納付する。納付金の額は、県が市町村ごとの医療費水準と

所得水準を考慮して決定する。 

 

○退職被保険者医療給付費分に要する経費（03010201） 4,028 千円（14,849 千円） 予算書 P198 

〈その他：53千円 一財：3,975 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・諸収入：退職被保険者等延滞金        1,000 円 

  ・諸収入：退職被保険者等加算金        1,000 円 

  ・諸収入：交通事故等による加害者納付金   50,000 円 

  ・諸収入：不正利得等による被保険者返納金   1,000 円 

（目的及び期待する効果） 

県から示された国民健康保険事業費納付金で、退職被保険者医療給付費分として県へ納付す

る。県の国民健康保険特別会計において負担する保険給付費等交付金の交付に要する費用等に

充てられる。 

（内容） 

  県へ国民健康保険事業費納付金を納付する。納付金の額は、県が市町村ごとの医療費水準と

所得水準を考慮して決定する。 

 

○一般被保険者後期高齢者支援金等分に要する経費（03020101） 512,958 千円（541,282 千円） 

  予算書P198 

〈国・県：25,626 千円 一財：487,332 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：保険者努力支援制度交付金    6,223,000 円 

  ・県補：特別調整交付金         3,517,000 円 

  ・県補：県繰入金            15,886,000 円 

（目的及び期待する効果） 

県から示された国民健康保険事業費納付金で、一般被保険者後期高齢者支援金等分として県

へ納付する。県の国民健康保険特別会計において負担する後期高齢者支援金等の納付に要する

費用等に充てられる。 



（内容） 

  県へ国民健康保険事業費納付金を納付する。納付金の額は、県が市町村ごとの所得水準を考

慮して決定する。 

 

○退職被保険者後期高齢者支援金等分に要する経費（03020201） 1,204 千円（4,648 千円） 

  予算書P199 

〈一財：1,204 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

県から示された国民健康保険事業費納付金で、退職被保険者後期高齢者支援金等分として県

へ納付する。県の国民健康保険特別会計において負担する後期高齢者支援金等の納付に要する

費用等に充てられる。 

（内容） 

  県へ国民健康保険事業費納付金を納付する。納付金の額は、県が市町村ごとの所得水準を考

慮して決定する。 

 

○介護納付金分に要する経費（03030101） 194,593 千円（222,425 千円） 予算書 P199 

〈国・県：9,912 千円 一財：184,681 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：保険者努力支援制度交付金    2,552,000 円 

  ・県補：特別調整交付金         1,334,000 円 

  ・県補：県繰入金            6,026,000 円 

（目的及び期待する効果） 

県から示された国民健康保険事業費納付金で、一般・退職被保険者介護納付金分として県へ

納付する。県の国民健康保険特別会計において負担する一般・退職被保険者の介護納付金の納

付に要する費用等に充てられる。 

（内容） 

  県へ国民健康保険事業費納付金を納付する。納付金の額は、県が市町村ごとの所得水準を考

慮して決定する。 

 

○特定健康診査等事業に要する経費（05010101） 29,880 千円（31,932 千円） 予算書 P199 

 [総務部 総務課 所管 1,478 千円含む] 

〈国・県：13,021 千円 一財：16,859 千円〉 

  ＊特定財源積算根拠 

・県補：特定健康診査等負担金      13,021,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として、メタ

ボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目し、特定保健指導を必要とする者を選定する

ために実施する。 

特定保健指導は、特定健康診査で選定した対象者に生活習慣を改善するための保健指導を実

施する。対象者が自らの生活習慣における課題を認識し自己管理を行い、健康的な生活を維持

することができるようになることを通じて、糖尿病等の生活習慣病を予防する。 

（内容） 

  40 歳以上 75 歳未満の国民健康保険の被保険者を対象として、特定健康診査を実施する。特

定健康診査の結果に基づきリスク判定を行い、特定保健指導の対象者を選定し、保健師による

特定保健指導を実施する。 

 



○健康増進に要する経費（05020101） 21,589 千円（21,726 千円） 予算書 P200 

〈国・県：8,961 千円 一財：12,628 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：特別調整交付金          8,961,000 円  

（目的及び期待する効果） 

  健康意識の向上及び疾病の早期発見と重症化予防により医療費の抑制を図る。 

（内容） 

 （１）医療費通知の実施 

  ・医療費の給付内容を通知することで、健康に対する意識の向上を図る。 

   通知回数 年 6 回（5 月、7月、9 月、11 月、1 月、3月） 

 （２）人間ドック・併診（人間・脳）ドック健診事業 

  ・疾病の早期発見・早期治療のために実施する。 

 （３）ヘルスアップ事業 

  ・健診結果異常値放置者及び生活習慣病治療中断者への受診勧奨通知で、医療機関の早期受

診を促し、重症化を予防する。 

  ・糖尿病性腎症重症化を予防するため、対象者に食事指導・運動指導・服薬管理等の保健指

導を行う。 

  ・過去 5 年間の健診結果を経年でグラフ化し、対象者の健康状態に応じた個別メッセージ入

り通知で、受診率の向上を図る。 

  ・過去 3 年連続特定健診を受診している者の健診結果から、保健指導予備軍を予測分析し、

注意喚起の通知で、自己改善を促す。 

  ・薬の重複投与等を受けている対象者への服薬情報通知で、薬剤の見直し等の受診の適正化

を図る。 

 （４）ジェネリック医薬品利用差額通知の実施 

  ・先発医薬品からジェネリック医薬品に切り替えることにより、医療費の抑制を図る。 

   通知回数 年 2 回 （5月、11 月） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



※参考資料 

 

 （１）被保険者の加入状況 

年度 

区分 

平成 29 年度 

（年間平均） 

平成 30 年度 

（予算） 

平成 31 年度 

（予算） 

国保加入世帯数 9,600 世帯 9,253 世帯 8,743 世帯 

一般被保険者数 17,813 人 17,121 人 15,990 人 

退職被保険者数  227 人      79 人      10 人 

合計被保険者数 18,040 人   17,200 人   16,000 人 

   

（２）国民健康保険税の税率 

年度 区分 均等割 平等割 所得割 資産割 

平成 30 年度 医 療 分 25,000 円 18,000 円 6.2％ 20.0％ 

支援金分  7,000 円 5,000 円 2.2％  6.0％ 

介 護 分  9,000 円  3,000 円 1.2％  5.0％ 

平成 31 年度 

 

医 療 分 25,000 円 18,000 円 6.2％ 20.0％ 

支援金分 7,000 円 5,000 円 2.2％ 6.0％ 

介 護 分 9,000 円 3,000 円 1.2％ 5.0％ 

 

 （３）１人あたり医療費 

   ① 療養給付費                               （単位：円） 

区分 
一般被保険者 退職被保険者 

費用額 １人あたり 費用額 １人あたり 

平成 29 年度（実績） 5,094,179,772 285,981 110,574,359 487,112 

平成 30 年度（予算） 5,569,739,000 325,316 99,877,000 1,264,266 

平成 31 年度（予算） 5,084,174,000 317,960 45,806,000 4,580,600 

 

   ② 療養費                              （単位：円） 

区分 
一般被保険者 退職被保険者 

費用額 １人あたり 費用額 １人あたり 

平成 29 年度（実績） 60,713,490 3,408 1,315,690 5,796 

平成 30 年度（予算） 53,071,000 3,100 1,381,000 17,481 

平成 31 年度（予算） 53,874,000 3,369 480,000 48,000 

 

 

③ 高額療養費                            （単位：円） 

区分 
一般被保険者 退職被保険者 

支給額 １人あたり 支給額 １人あたり 

平成 29 年度（実績） 479,023,181 26,892 16,580,753 73,043 

平成 30 年度（予算） 604,163,000 35,288 19,649,000 248,722 

平成 31 年度（予算） 498,137,000 31,153 17,243,000 1,724,300 

 

 


